
    水道料金等の公平な取扱いを求める決議 

 

 

本市議会は、特定地域において、水道料金等の取扱いが他と異なっている事案を重く受け止め、

経済建設委員会において調査を行った。水道局からは、過去の取決めにより当該取扱いを行ってお

り、法律や条例に照らして違反はないと判断されるものの、取決めに至った理由は依然として不明

確なままであり、過去に関係者に改善を申し入れるも不調に終わった経過もあるが、引き続き改善

すべき課題であると認識している旨の説明があった。さらに、利害関係を有する者から意見を求め

るため、合計２回にわたり関係者あてに須坂市議会会議規則第 84 条第１項（須坂市議会委員会条

例第 29 条第２項）の規定による出席要請をしたが、いずれも要請に応じることはなく、文書によ

り「検針徴収方法やメーター交換等について法律や条例に違反はない」「基本料金等の変更につい

ては今後水道局と真摯に向き合う」旨の回答があったのみであり、法律や条例に違反はないとして

も、現段階では、水道局と関係者の双方から、今後も当該取扱いを継続すべき合理的な説明は得ら

れなかったところである。 

市民及び事業者は、条例に基づく水道料金等を適正に負担しており、負担の公平性は市民サービ

スを支える根幹であることは言うまでもないが、当該地域において、明確な理由なく他と異なる水

道料金等の取扱いを行っていることは、市民の信頼を失墜させる行為であると同時に、公平性を著

しく損なうものであり、特に水道料金改定を控える今般にあっては、極めて不適切であると断じる

ほかはない。 

よって、本市議会は市に対し、以下を強く求める。 

 

１ 当該地域において、適正な基本料金及び従量料金を徴収するよう、遅くとも 2027 年４月の水

道料金改定までに改めること。 

 

２ 当該地域において、他地域と同様、居住者側の負担による各戸メーター交換及び集中検針盤整

備を行うか、あるいは水道局で管理する親メーターによる一括検針等の方法によることとす

るか、遅くとも計量法による次回メーター交換時期の 2032年度までに改めること。 

 

本決議をもって、市に対し、厳正かつ透明性のある水道事業運営等を強く求めるものである。 

 

以上、決議する。 


